
リスクマネジメント

当社は、当社グループのリスク管理体制の維持・強化を目的に、社長を委員長とする「リスク管理委員
会」を設置し、リスク管理プロセスによる活動を推進しています。
2023年度は、リスク管理委員会において重要性の高いリスクへの対応策を定め、諸活動を展開しまし

た。また、グループ各社に対しても、同一のリスク評価手法による評価に基づき、リスク低減策の立案と実行
を展開し、グループにおけるリスク状況の把握と低減活動に努めました。

リスクマネジメント
文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したもの

であり、事業等のリスクはこれらに限られるものではありません。

当社グループは、DMP事業等の非現金分野を含む新領域事業の拡大に取り組ん
でおりますが、新領域事業が成長するまでの間に、中央銀行によるデジタル通貨の
発行など急激なキャッシュレス化がグローバルに、また短期間に進展した場合に
は、業績に影響を与える可能性があります。

当社グループは、「2026中期経営計画」において、リテール・金融及び飲食
市場を注力市場とし、ソフトウェアプラットフォームの提供によりお客さまの
店舗DXのサポートを行うことで、新領域事業の拡大を進めてまいります。

当社グループは、海外市場への事業展開を積極的に行っておりますが、戦争や紛
争の発生・激化など国際情勢の変化による事業活動への影響を含む地政学的リス
クに加えて、予想の範囲を超える為替相場や金利の変動、知的財産の侵害等が発
生した場合、業績に影響を与える可能性があります。

当社グループは、世界各地で高まる地政学的リスクの影響を低減する中
長期的な事業戦略と生産戦略の立案と推進、また為替相場の変動に備
えた為替ヘッジ施策、未来創造と事業収益に直結した知的財産活動に
より、事業展開を進めてまいります。

当社グループは、事業活動を行っている国及び地域において、事業の許認可や輸
出入規制のほか各種法令の適用を受けております。これらの法令の改廃や新たな
公的規制の新設等がなされた場合、また、それ以外の特殊な市場環境要因が発生
した場合、業績に影響を与える可能性があります。

当社グループは、各国法規制の動向を調査のうえ、かかる規制等の適用
を受ける業務の特定、リスク評価と対応策の実施ならびに社員教育を
進めてまいります。

当社グループが関連する事業分野において競争が激化し、他社による競争力のあ
る新製品・新サービスの提供、大幅値下げ等の積極的な販売活動の展開、低価格
品への需要シフト等が発生した場合、業績に影響を与える可能性があります。

当社グループは、世界最高水準の製品群とソフトウェアプラットフォーム
を融合し、お客さまの課題解決のための店舗DXに貢献するトータルソ
リューションを提供することで新たな信頼を創造し、お客さまとともに未
来を創造するパートナー企業を目指してまいります。

事業等のリスク

当社グループでは、リスク管理活動として右記のPDCAを回
すことでリスクの特定、評価及び対応等を行っています。洗い
出されたリスクを、影響度と発生可能性の二軸で評価し、重要
リスクと特定した事項については、主管部門を中心に平時に
おける予防措置を講じるとともに、危機発生時に迅速に対応
できる体制の確保・向上に努めています。リスク管理委員会で
は、リスク管理に関する基本方針や推進体制、年度重点実施
項目とその実施状況等について審議・承認しています。また、
その概要については、定期的に取締役会に報告しています。
2024年1月開催のリスク管理委員会において、下記のとお

り最重要リスクの特定、及びそれらのリスクに対する低減策等
の方針・施策について審議・決定しています。

リスク管理プロセス
キャッシュレス化
の急速な進展／
現金処理機への
高い依存

海外事業展開

各国の
法令・各種規制

競争の激化

対応策

対応策

対応策

対応策

リスク内容リスク分類 リスク項目

事
業
環
境

事業上のリスクと対応策の詳細につきましては、右記のとおりです。

レスキャッシュ

サプライチェーン

情報セキュリティ

法令遵守

新領域事業の成長と収益化

安定的な部品入手体制の確立、
生産拠点の最適化

情報セキュリティ体制の整備

ガバナンス体制の強化

● 注力新事業（キオスク関連事業、DMP事業）の収益化
● 注力3市場（リテール・金融・飲食）での新領域事業の創出

● 部品のBCP在庫の確保
● 入手性の高い部品の選定と採用（新製品開発・設計変更）
● 部品のトレンドチェックを行う専任部隊の新設
● 生産拠点・生産方式の見直し

● グローバルITガバナンスの構築

● リスクマネジメント体制の再整備
● コンプライアンス体制の強化

方針・施策最重要リスク

リスクマネジメント 事業等のリスク
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リスクマネジメント

リスク内容リスク分類 リスク項目 リスク内容リスク分類 リスク項目
当社グループは、中長期にわたる持続的な企業価値向上を目的として、コア事業の
拡大及び新領域事業創出に向けて積極的に経営資源を投入しております。
2024年３月期末現在、企業買収に伴い発生した「のれん」及び「顧客関係資産」の
金額は、それぞれ連結総資産の18.0％（84,171百万円）及び5.7％（26,838百万円）
を占めており、事業環境の変化等により期待した成果が得られない場合には減損
損失が発生し、業績に影響を与える可能性があります。また、持分法適用会社と
なった投資先が事業計画を達成できない場合には、持分法による投資損失が発生
し、業績に影響を与える可能性があります。

当社グループは、競争力の源泉となる人的資本の充実を人材戦略の目
標に掲げ、社員エンゲージメントの向上策として、個人と会社の成長が
実感できる人材育成と健康経営を中心とした働きやすさの向上や、ダイ
バーシティの推進、人権の尊重に取り組むことにより、DX人材を中心と
した人材の確保・育成に注力してまいります。

戦略投資

サプライチェーン

人材の確保

対応策

当社グループは、戦略投資委員会規程に基づき、投資先の事業を取り
巻く環境の評価を定期的に実施し、取締役会等において報告を行うこと
で、投資後の管理を確実に行い、投資時のシナリオに沿った成長戦略の
推進を行っております。

当社グループは、天災や事故等によりサプライヤーの生産活動が停止した場合や、
半導体や原材料等の世界的な需給バランスの崩れにより、納期遅延が発生した場
合は、生産に影響が生じ、業績に影響を与える可能性があります。
また、インフレーション等により部品・原材料の価格が高騰した場合には、原価が上
昇し、業績に影響を与える可能性があります。

対応策

当社グループは、入手性の高い部品・原材料への切替えや、需給バラ
ンスの崩れが予測される半導体等の電気部品の中期的な販売予測
に基づく先行発注を行うなど、安定的な部材確保の方策を進めており
ます。

当社グループは、グローバルに事業活動を展開しており、多様な国籍、価値観、専
門性等を持つ従業員が働いております。当社グループの中長期的な成長は、これ
らの人材に大きく依存していることから、優秀な人材、特に新領域事業拡大に必要
なDX人材等の確保・育成が中長期的に計画どおり進まなかった場合、業績に影響
を与える可能性があります。

対応策

当社グループは、当社グループ製品による第三者の重要な知的財産権の侵害を防
止するとともに、第三者により当社の知的財産権を侵害されないよう他社製品の継
続的な調査を行っておりますが、当社グループのような研究開発型企業において
は、他社との知的財産紛争が生じる可能性があります。このような事態が発生した
場合、業績に影響を与える可能性があります。

当社グループは、知的財産部門と事業部門が連携し、知的財産における当
社の市場ポジションを示す“IPランドスケープ”を実施することにより、第三
者の知的財産権の調査を通して、知的財産紛争発生のリスク低減を図って
おります。

当社グループは、顧客等の個人情報や機密情報の漏洩等の防止は、必要不可欠
の事項と捉え、規程の制定、社内教育の徹底、情報セキュリティシステム構築等の
措置を講じていますが、情報漏洩等の事態が発生した場合、当社グループの信用
低下につながるだけでなく、顧客等に対する損害賠償責任が発生するおそれがあ
ります。また、当社グループの事業活動において、情報システムの重要性が高まっ
ており、不正アクセスによる事業活動の停止リスクも増大しております。なお、2023
年７月に当社グループが管理するサーバーに対する第三者による不正アクセスが
発覚いたしました。

当社グループは、このような事態を抑制するため、新たに設置したグループ
CISO*を中心に情報セキュリティガバナンスの統制を行い、社員教育の徹
底、システム運用状況のモニタリング等の対策を継続・強化しております。

当社グループの提供する製品やサービスは、金融機関や流通店舗での現金の取り
扱いなど、安定的な運用が強く求められていることから、製品の設計・評価・部品調
達・製造などのすべての部門で品質及び安全性の検証を行い、信頼性の高い製品
を提供することに注力しております。また、保守サービスにおきましても、定期点検
等により、製品の品質と安全に関わる大きな問題発生を未然に防ぐ努力をしており
ます。しかしながら、製品やサービス機能の高度化に伴う不確実要因など、開発・生
産・保守サービスの一連のプロセスにおいて、想定外の品質問題の発生もあり得
るため、これらが当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

知的財産権

情報セキュリティ

製品・サービス
の品質

対応策

対応策

当社グループは、品質問題が発生した場合や法規に抵触する可能性の
ある不具合が発生した場合は、迅速にマネジメント担当役員に情報が
届くシステムを設定し、対応に遅れが出ないようにしております。

対応策

事
業
環
境

事
業
運
営

＊情報セキュリティ統括責任者
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リスクマネジメント

リスク内容リスク分類 リスク項目

当社グループは、事業活動の資金を内部資金及び金融機関からの借入れや社債
の発行等により調達しています。米州、欧州を中心としたインフレ対策のための政
策金利の利上げや、格付機関による当社信用格付けの引下げ等が生じた場合に
は、資金調達コストが増加し、業績に影響を与える可能性があります。

当社グループは、資金繰り計画を適時に更新するとともに、銀行借入れ
や社債発行など資金調達の多様化を進めることにより、流動性リスクの
低減を図っております。

当社グループは、気候変動問題を喫緊の課題と捉え、事業活動における温室効果
ガスの排出量削減や環境配慮型製品の開発に取り組んでおりますが、各国におけ
る法規制や要求が予測を超えることにより「移行リスク」が高まった場合、省エネ／
再エネ設備への投資や炭素税・排出量取引等の導入等によるエネルギー調達コ
ストの増加、さらには販売機会損失や企業ブランド棄損による企業価値低下が発
生するなど、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。また、気候変
動により台風・豪雨等の自然災害が激甚化することにより、「物理的リスク」が高
まった場合、自社工場及び従業員の被災や部品調達先の操業停止等の影響を受
け、当社グループの事業活動が制限され、業績に影響を与える可能性があります。

当社グループは、「温室効果ガス排出量の削減」をサステナビリティの最重要
課題の一つと位置づけ、「2026中期経営計画」からは海外連結子会社も対象
にしたグローバル規模で、かつ、国際基準（SBT）に基づいた温室効果ガスの
削減目標（スコープ1・2）に変更し、その達成に向け取り組んでおります。また、
「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」提言に賛同してその取り組
みを推進しており、今後は提言に沿った情報開示の充実を図ってまいります。

当社グループは、財務報告等の正確性を確保するため、業務プロセスの文書化や厳
密な内部監査の実施等により内部統制システムの強化に努めておりますが、その内
部統制システムが有効なものであっても、従業員等の作業ミスや不正等によって機能
しなくなる場合があります。このような事態が生じた場合には、財務情報を修正する必
要が生じ、当社グループの財政状態及び業績に影響を与える可能性があります。

当社グループは、2022年２月に発覚した国内子会社における金銭横領事件
を受け、経理・財務関連規程や現預金管理の厳正化等の再発防止策の取
り組みを通して、グループ全体における内部統制と子会社ガバナンス体制
を強化するとともに、コンプライアンス意識の浸透・徹底を図っております。

資金調達

気候変動

内部統制

対応策

対応策

対応策

情報セキュリティ

情報セキュリティ統括責任者（グループCISO）の下、グループ全社横断組織として「情報セキュリティ推進
部会」を設置し、情報セキュリティ基本方針に基づきPDCAサイクルを回して継続的に改善しながら、グルー
プ全体の情報セキュリティレベルの向上を図っています。また、内部監査を定期的に実施し、適合性や有効
性をチェックしています。
加えて、当社及びグループ会社だけではなく、サプライチェーン全体のセキュリティ強化策として、重要情
報を取り扱う委託業者へのセキュリティ調査によりセキュリティレベルを把握し、必要に応じ改善指導を実
施しています。

▶ 組織的安全管理措置

お客さまの情報資産を安全かつ適切に取り扱うため、サービスコネクトセンター（情報処理センター）等
のサービスの提供やシステムソリューションに関わる部門では、情報セキュリティに関する国際規格である
ISO27001の認証を取得しています。

▶ 情報セキュリティ対策の強化

情報漏洩やマルウェア感染、不正アクセス等の情報セキュリティ・インシデントが発生した際には、被害の
最小化や速やかな復旧、再発防止を図るための体制を整備しています。その中核を担う「G-CSIRT（Glory 
Computer Security Incident Response Team）」は、2014年から業界団体「日本シーサート協議会」に加盟
し、情報の共有や収集、関連スキルの習得等、インシデント対応力の強化に努めています。また、製品・サー
ビスや事業所内でのインシデント発生時の対応を迅速化すべく、体制強化を推進しています。

▶ 情報セキュリティ・インシデント対応

サイバーセキュリティへの対応は、近年増加するサイバー攻撃の脅威に対処するためにま
すます重要になってきています。侵入方法も多様化しており、ネットワーク境界からの侵入、な
りすましメールの送付、アカウント搾取などが挙げられます。サイバーインシデントはグループ
全体の最も弱い部分で多く発生するため、セキュリティ対策のコストパフォーマンスを上げる
ためには、グループ全体でルールとツールを統一することが求められます。当社グループで
も、脆弱性に対する迅速なパッチ適用、多要素認証（MFA）の徹底、エンドポイント検出・対応
（EDR）の適用などを実施していますが、最近はGenerative AIを使い技巧を凝らしたなりすま
しなどもあるため、従業員一人ひとりのセキュリティに対する意識、知識を向上させるための
教育も強化してまいります。

サイバーセキュリティ対策の重要性

田中 千也

執行役員 経営戦略本部長／
グループCISO

事
業
運
営

環
境

内
部
統
制

リスクマネジメント
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